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1

出典：国土交通省海事局

わが国海運における燃料転換の実現に向けたロードマップ5
地球温暖化対策へ貢献するため、海運・造船・舶用工業の海事関係団体・機関が一堂に会し、プロジェクトを設立。GHGゼロエミッション
の実現に向けた、低炭素燃料への代替や船上炭素回収技術などのイノベーションの推進、経済的手法導入などの取り組みをしている。

EU-ETS、UK-ETS4

出典：日本船主協会「日本の海運 2050年GHGネットゼロへの挑戦」

GHGネットゼロには、重油燃料から
ゼロエミ燃料への転換が不可欠。
排出削減に向けたシナリオとして、
「LNG→カーボンリサイクルメタン
移行」、「水素・アンモニア燃料拡大」
の2つが示されている。

ゼロエミッション燃料
への転換

LNG燃料からカーボンリサイクルメタンへは、
インフラの転用で移行は可能。燃焼せずに排
気されるメタンの削減対策が必要となる。
水素・アンモニア燃料を使用する場合、新し
い船の開発が必要となり、現在、2026年か
らの実証運航に向けて研究開発が進められ
ている。また、安全上の措置や船員教育も
必要となる。

カーボンリサイクルメタン、
水素・アンモニア燃料への移行

開発されたゼロエミ船を普及させるために
は、建造体制を確立し、既存船のリプレース
を進める必要がある。
しかしながら、造船能力や国際物流維持の
観点から、建造・リプレースは長期スパンで
平準的にしか行えない。また、リプレースを
進めるためには、長期に亘る大規模な投資
が必要と試算されている。

ゼロエミ船への代替

GHGネットゼロを目指すには、ゼロエミ燃料の
生産・供給体制の確保が欠かせず、関係業界と
協働して進めていく必要がある。陸上分野に
おいても莫大な投資が必要になると見込まれて
いる。

関係業界との協働

（詳細はWEBサイト参照）

世界有数の海運国家である日本の海運業界は、IMO の活動をリードする立場とし自ら努力するとともに、社会全体でのカーボンニュー
トラル実現を目指し、社会の多様なステークホルダーと連携し、「2050年GHGネットゼロ」に挑戦する。

日本の海運のGHGネットゼロに向けた取り組み

ゼロエミ船の普及には、新規建造→リプレース（既存船との交代）が必要。
しかしながら、造船所の建造キャパシティーや24時間365日止まることのない国際物流の維持のため
には、船舶の建造・リプレースは長期スパンで平準的にしか行えない。
日本の海運業界だけでも、平均して毎年約100隻の建造※1、約1兆円の建造投資が必要と考えられる。

技術開発の推進
水素燃料船の開発

GHG削減戦略見直し

アンモニア燃料船の開発 実証運航

実証運航

商業運航

商業運航
2026年～

2023年採択

バンカリングガイドライン策定

一部を条約に取り入れる可能性

2027年～

船員の確保・育成

国内生産基盤の強化

ゼロエミッション船の
普及に向けた環境整備

国際目標・
基準策定の
主導等

環境

安全

2021 2025 2030 2050～ ～ ～

新たなGHG削減対策の審議・採択

LNG燃料船の生産基盤整備

水素・アンモニア燃料船の生産基盤整備

船舶建造基盤強化（DX化、サプライチェーンの強靭化  等）

船舶ファイナンスによる代替の促進

主要船舶解体国への支援・働きかけ シップ・リサイクル条約の発効、適正かつ円滑な船舶解体の実施

水素・アンモニア燃料船の運航を担う船員の確保・育成

IMOガイドラインの検討・策定

STCW条約の包括的見直し

中期対策の制度施行

実証船に対し、個船毎の安全確認

アンモニア 水素

IMO水素・アンモニア燃料船安全基準（ガイドライン）の策定

船員能力要件検討（2020年度～）

実証船の船員への教育訓練検討

GHGネットゼロには、現在の船舶が主に使用している重油燃料から、
ゼロエミッション※（ゼロエミ）燃料への転換が必要不可欠。

有力視されている新燃料 排出削減に向けた２つのシナリオ

カーボン
リサイクル
メタン

アンモニア

「LNG→カーボンリサイクルメタン移行」

「水素・アンモニア燃料拡大」

「LNG→カーボンリサイクルメタン移行」シナリオ 
LNG燃料船・供給インフラの転用が可能。ただし、IPCCガイドライン等による船上CO2の扱いの
明確化が必要。

水素・アンモニア燃料船の実船投入に向け、それぞれの特徴を踏まえた研究開発・実証実験、ルールの
整備が進められている。

 

「水素・アンモニア燃料拡大」シナリオ 

水素・アンモニア燃料船：開発途上  

 

インフラを転用し、移行 

船上CO2の扱いの明確化 

エンジンや燃料タンク等の研究開発・実証実験
実証船の建造・運航の実施  

燃料タンクの構造規則・燃料の取扱い等の
ルール整備  

水素燃料（近距離輸送）
アンモニア燃料  

カーボン
リサイクルメタンLNG燃料 

得られた知見を活用 

P26  詳細版

詳細版

 

ゼロエミ燃料の生産 船への供給

※1：全世界（世界商船数：約5万隻）では毎年1,000 ～ 2,000隻の建造・リプレースが必要と試算。
※2：日本の船会社が運航する船。

普及の進んだLNG燃料のインフラを活用し、
カーボンリサイクルメタンが拡大し、
中心的に活用されるシナリオ

水素 and/or アンモニア燃料が拡大し、
中心的に活用されるシナリオ

水 素

『「LNG→カーボンリサイクルメタン移行」シナリオ』

P27『「水素・アンモニア燃料拡大」シナリオ』

※ゼロエミッション：製造過程におけるCO2排出の取扱いなどをライフサイクルで議論中であり、ネットゼロとなり得るものの総称として「ゼロエミッション」という言葉を
　用いている。

2,240隻 
（2020年）  

 
2050年までに
すべてゼロエミ船への
リプレースを目指すには 

毎年約100隻 

建造→リプレース 

毎年約1兆円 
建造投資規模 

2025年以降の見通し日本商船隊※2

重油からゼロエミ燃料（カーボンリサイクルメタン・水素・アンモニア）への転換を実現するには、
ゼロエミ燃料の生産・供給体制の確保が不可欠。
脱炭素化に向けて世界中でエネルギー転換が進められる中、
船舶向けのゼロエミ燃料が確実に生産されるよう、エネルギー業界などと協働していく。
加えて、世界中を航海する船舶に対しては、様々な国・地域で燃料補給が必要となるため、
グローバルな供給体制の構築に向け、港湾業界などとも協働していく。
海運業界内では、バンカリング（燃料供給）船の整備など供給設備面の取り組みも進めている。

GHGネットゼロ

2025年～

2005年に導入された欧州連合排出量取引制度（EU-ETS）には、EU27か国及び欧州経済領域（EEA：European Economic Area）に
加盟するノルウェー・アイスランド・リヒテンシュタインの計30か国（EU/EEA加盟国）が参加しており、2024年1月に海運セクターが
その対象に追加された。EU/EEA加盟国を発着する総トン数5,000トン以上の船舶は、下図ア、イ、ウの区分に従って、対象となる年間
GHG排出量に相当する排出枠を購入・償却しなければならない。
2026年7月には、英国排出量取引制度（UK-ETS）の対象にも海運セクターが追加されたため、英国港湾を発着する総トン数5,000トン
以上の船舶は、対象となる年間GHG排出量（英国港湾間の航海及び英国港湾での停泊による排出量）に相当する排出枠を購入・償却し
なければならない。

ア. EU/EEA加盟国と
　  非加盟国との間の航海

EU関連航海

EU-ETSの対象
となる報告対象 年間GHG排出量の50％ 年間GHG排出量の100％

ア. EU/EEA加盟国と
　  非加盟国間の航海

イ. EU/EEA
　  加盟国間の航海

ウ. EU/EEA
　  加盟国港湾での停泊

非加盟国
EU/EEA加盟国

排出量の50％

排出量の100％

イ. EU/EEA加盟国内の航海 及び
ウ. EU/EEA加盟国港湾での停泊
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未来への取り組み：日本の海事産業が拓く次世代の海洋ビジョン2

日本の海事産業は、地球規模の課題である脱炭素化とデジタル技術による安全性、効率性の向上、そして未踏の海洋資源・空間の
活用という、大きな変革の時代を迎えている。

ELDER LEADER（LNG燃料船）

1. 脱炭素　ー ゼロエミッションヘの航跡 ー

2. 自動化　
　  ー 運航の知能化と安全性の向上 ー

3. 海洋探査・海洋利用　ー 未知の領域へ挑戦 ー

新燃料への取り組み

風力の融合

温室効果ガス排出を抑える大型自動車船。

あさひ（電気推進船）
ゼロエミッションを実現するEVタンカー。

CP-8001

船体に備えた脚を海底に下ろして、船体を海面より高くすることで、
波浪の影響を軽減して作業できる大型クレーンを搭載した作業船。

EK HAYATE（地質調査船）
洋上風力発電等の開発現場で、高度な定点保持能力と
本船に搭載されたリグ（掘削装置）を駆使して、海洋地
質調査を行う地質調査船。

2040年までに内航船の50％を無人運航化することを目指し、
オールジャパンで取り組んでいる。陸上から自動運航船の
航路や機関の監視を行う。

Seawing（自動カイトシステム）
風力を補助推進力として活用し、燃費向上と排出量削減を図る
（イメージ）。

ちきゅう（地球深部探査船）
世界最高の科学掘削能力を持ち、水深
7,000m以上の海域での掘削が可能な
探査船。

みらい II（北極域研究船）
高い砕氷能力を持ち、地球環境の未来を
予測するデータを収集する研究船。

洋上データセンター
土地不足や冷却コストの解決のため、
海上にDCを設け海洋空間を活用
（イメージ）。

ウインドチャレンジャー（硬翼帆式風力推進装置）
巨大な帆で風を捉え、燃費向上と排出量削減を図る。
LNG船として世界初の搭載事例。

提供：日本財団

©JAMSTEC/IODP ©JAMSTEC/JMU

（SEP〔Self-Elevating Platform〕多目的起重機船）
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Seawing（自動カイトシステム）
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